
（中小規模法人向け）

専門家による確認・
助言への支援

→ 社会福祉法人経営
管理改善支援事業

ガバナンスの強化

①新制度周知・徹底
・ 新制度説明会
・ 普及啓発媒体作成・配布

②役員等の機能の強化
・ 評議員説明会
・ 監事説明会

③自己点検シートの作成・配布

財務規律の強化

①自己点検シートの作成・配布

②決算書確認シートの活用

ガバナンスの強化

① 役員等の機能の強化
・ 監事説明会（フォローアップ）

②自己点検シートの活用

財務規律の強化

① 自己点検シートの活用
② 決算書確認シートの活用

（全法人向け）
ア情報提供の拡充

・ HP開設 ・ 好事例の紹介
・ FAQ等情報の掲載等

（中小規模法人向け）
イ 専門家活用の支援

・ 専門家紹介の仕組の整備

（小規模法人向け）
ウ 事務局機能の向上

・ 事務担当者向け研修

法人の活動状況の把握

① 財務分析（拠点区分単位）

② 財務分析（法人単位）

法人の活動状況の把握

① 法人の活動状況の分析

② 財務分析（拠点区分単位）

③ 財務分析（法人単位）

気づきの支援 改善の取組のへ支援 改善の取組への支援気づきの支援

29年度からの取組28年度の取組

法人に自主的な
課題解決を促す
ための支援

課題を抱える法人の
早期発見・早期改善

区市への支援

所轄庁による指導監督の強化支援

・ 事務新任者研修、指導検査現任者研修の実施

・ 新制度説明会、評議員説明会、監事説明会への参加

・ 決算書確認シートの活用促進、自己点検シートの配布

・ 財務分析結果の提供

所轄庁による指導監督の強化支援

・ 事務新任者研修、指導検査現任者研修の実施
（法改正に係る相談支援の充実等）

・ 監事説明会（フォローアップ）への参加

・ 決算書確認シート、自己点検シートの活用方法（指導方法）の習得
・ 財務分析結果の提供

・ 「ウ 事務局機能の向上」、「エ 評議員選任支援」への参加
・ 「ア 情報提供の拡充」、「イ 専門家活用の支援」の活用促進

１ 社会福祉法人経営力強化事業（法人への支援）

２ 区市への支援

会計監査人設置モデル事業（国庫補助事業）

・会計監査人の設置義務のない法人に対し、導入を支援し、効果を検証

・一法人当たり200万円まで（対象法人は国が選定）

社会福祉法人経営力強化事業等について 参考資料１

（ 所轄庁職員向け ）
エ 評議員選任支援（説明会）

会計監査人設置法人への調査

会計監査人設置の
検証等


